
 

 

 

 

  

 2020年3月16日 

3月16日：新型コロナウイルスを巡る政策対応と今後の見通し 

13日の米国市場でダウ工業株30種平均（以下NYダウ）は過去最大の1985ドル高と、前

日の下げの8割超を埋める反発となりました。日本時間16日朝、FRB（連邦準備制度理事

会）は1%の緊急利下げを発表しています。以下に、先週のマーケット動向と各国の政策対応

を踏まえた弊社の見解と今後の見通しを述べさせて頂きます。 
 

１． マーケットの警鐘を受け米国の政策が前進：トランプ大統領は13日「国家非常事態」を

宣言し、5兆円規模の連邦予算で新型コロナウイルスの検査・治療態勢を強化する緊急対

応策を発表。米下院は失業保険の拡充など含む経済対策法案を超党派で可決、近く成立へ。 

２． 主要国の金融緩和策は一段とスケールアップしフル稼働：FRBは3日の0.5%利下げに続

き、1%の緊急利下げと量的緩和策を決定。先週は、ECB（欧州中銀）が量的緩和の拡充な

ど追加緩和、英、加が緊急利下げ、中国が預金準備率引下げなど各国中銀の対応相次ぐ。 

３． 政策総動員で経済･市場を下支え、米欧の感染封じ込め進展が焦点に：中国以外でも新型

コロナウイルス対策が危機モードに転換。厳格な感染封じ込め策が採られる間の景気の

下振れ圧力と市場の不安定化に対しては、各国が政策総動員で支える姿勢鮮明に。 

１．マーケットの警鐘を受け米国の政策が前進 

トランプ大統領は13日、新型コロナウイルスの感染拡大を受け「国家非常事態」を宣言し、

500億ドル（≒5兆4000億円）に上る連邦予算を新型コロナウイルスの検査・治療態勢の強化

等に充てる緊急対策を発表しました。トランプ大統領は、数週間前までは「春には終息」との

楽観的な見通しを示していました。11日夜の国民向け演説内容も、欧州からの入国制限など水

際対策にとどまっていましたが、翌 12日のNYダウが 1987年以来の大幅下落率となるなど、

マーケットが発する警鐘を受け、新型コロナウイルス対策を本格化させた格好です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】 ブルームバーグの公表データ等に基づき、りそなアセットマネジメントが作成 

図表１ 先週のマーケット動向 
ナウイルスを巡る政策動向 

情報提供資料 



 

 

 

 

米議会と協調する動きも見られ、下院は 14 日、2 週間の有給休暇や失業保険の拡充などの

経済支援法案を超党派で可決し、今週中にもトランプ大統領の署名を経て成立する見通しです。 

 

２．主要国の金融緩和は一段とスケールアップしフル稼働  

FRBは日本時間 16日朝、臨時の FOMC(連邦公開市場委員会)を開き、政策金利である FF

レートの1%引き下げと7000億ドル相当の国債等を買い入れる、量的緩和策を決定しました。

FRBは今月3日にも臨時で0.5%の緊急利下げを実施しており、FF金利の新たな誘導水準は0

～0.25％と2015年末以来のゼロ金利に戻る形です。 

今週 17・18 日に予定されていた FOMC を待たずに FRB が緊急追加緩和に動いた背景に

は、不安定な動きを続ける市場を落ち着かせる意図があると見られます。とりわけ、グローバ

ル市場の要となる米国債市場が流動性の低下などから不安定な動きを続けていたことを重視

し、週明けのアジア市場が開く前の時間に決定を行ったものと考えられます。 

1％相当の追加利下げは既に市場で織り込まれていましたが、実施のタイミングと大規模な

量的緩和策については予想外で、市場の不安心理を抑えるために一定の効果が期待されます。 

先週は、ECB（欧州中央銀行）が量的緩和策の拡大と銀行への低利での資金供給増を柱とす

る追加緩和策を決定したほか、イギリス、カナダ、中国が追加緩和を発表しました。また、週

明けにはニュージーランド中央銀行が0.75%の緊急利下げを実施しております。 

日銀については、18・19日に予定されていた金融政策決定会合を急遽16日に前倒ししまし

た。社債・CPの購入拡大などを通じ企業、家計の資金繰りと資金調達を支えるほか、ETFの

機動的な購入方針が打ち出されるものと予想されます。 

このように主要国の金融当局が一斉に緩和策の強化・拡充に動き出しましたことは、経済と

市場の安定に資するものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ G7国の政策金利と日･米･ユーロ圏中央銀行の総資産 

【出所】 ブルームバーグの公表データ等に基づき、りそなアセットマネジメントが作成 



 

 

 

 

３．政策総動員で経済･市場を下支えの態勢、米欧の感染封じ込め進展が焦点に 

10日付け情報提供資料「週明けのマーケット動向と今後の見通し」において、マーケットが

落ち着きを取り戻すためには、中国・アジアに代わって感染増加の最前線となっている欧州と

米国での感染者数の増加ペース鈍化と、各国が協調して金融・財政両面から政策を総動員する

ことが必要、と述べました。 

その後の各当局の動きについて、金融面では前述の通り政策総動員の動きが見られ、残るは

財政面で各国がどこまで踏み込めるかが焦点となります。16日のG7首脳のTV会談で効果的

な対策が打ち出せるかが注目されます。 

そして、マーケットの安定の鍵を握るのは、最終的には感染者数の拡大にブレーキが掛かる

かであると考えられます。発生源の中国では感染者数の増加が 3 月 13 日にはじめて一桁に

なったほか、2月央に厳格な隔離政策をとった韓国でも感染者数の増加ペースが足元2桁台に

鈍化しています。次は、欧米で感染封じ込めに一定の成果をあげたモデルケースが待たれます。 

イタリアでは3月9日に人々の移動制限を全国規模に拡大、米国では13日にトランプ大統領

が「国家非常事態宣言」を出し、新型コロナウイルスの検査・治療態勢の拡充が整備されます。 

トランプ大統領は 13日「向こう 8週間が極めて重要」と述べました。8週間後は 5月 8日

です。それまでの間、欧･米における感染拡大にブレーキが掛かるかが最大の焦点となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後もこの新型コロナウイルス問題を鋭意点検し、みなさまの資産運用のお役に立てますよ

う有益な情報の提供に努めてまいります。 

 

 

【出所】 WHOの公表データ等に基づき、りそなアセットマネジメントが作成 
※中国の2月13日-16日の新規感染者数は、簡易診断による感染確認者を除く。 

図表３ 新型コロナウイルス感染者数の増加（前日差） 
米S&P500指数の下値抵抗線は高値から10%下落、200日

移動平均線の3050 ﾎﾟｲﾝﾄ 
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投資家に対する投資勧誘を目的とするものではありません。本資料は市場全般の推奨や証券市場等の動向の上昇または下
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